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男性職員の育児休業等の取得促進について 

 

  男性職員の育児休業取得については、「第４次男女共同参画基本計画」（平成 27年 12

月 25日閣議決定）において、令和２年度までに 13％の達成が政府目標として掲げられて

おり、「第４次男女共同参画基本計画を踏まえた取組の推進について（依頼）」（平成

28年２月５日付府共第 80号内閣府男女共同参画局長通知）においても、各団体での積極

的な取組が要請されているところです。 

  一方、平成 29年度の男性職員の育児休業取得率は、地方公共団体全体で 4.4％（別

添１）となっており、同年度における国家公務員（10.0％）、民間企業（5.14％）より

も低く、政府目標の達成に向けて、より一層の取組が必要とされています。 

今般、「女性活躍加速のための重点方針 2019」（令和元年６月 18日すべての女性が

輝く社会づくり本部決定）（別添２）が策定され、上記目標達成に向けて、男性職員の

育児休業取得や育児のための一定期間の休暇等の取得に向けた地方公共団体の取組を

促進するための各種施策を講じることとなりました。 

男性が育児休業や育児のための休暇等を取得することは、本人にとって子育てに能

動的に関わる契機として重要であるとともに、組織にとっても、多様な人材をいかすマ

ネジメント力の向上や子育てに理解ある職場風土を形成する観点から重要となります。 

このため、各団体におかれては、下記の事項に留意のうえ、男性職員の育児休業等の

取得促進に積極的に取り組んでいただきますよう、お願いいたします。 

各都道府県におかれては、貴都道府県内の市区町村に対してもこの旨を周知していた

だくほか、各市区町村においてより積極的な取組が行われるよう、助言方お願いいたし

ます。 

なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、各市

区町村に対して、本通知についての情報提供を行っていることを申し添えます。 

本通知は、地方公務員法第 59条（技術的助言）及び地方自治法第 245条の４（技術的



助言）に基づくものです。 

 

記 

 

１．育児休業の取得促進について 

（１）男性職員が育児休業を取得しない理由として、①業務や職場のメンバーへの影響が

大きいこと、②休業期間中の収入減少が懸念されること、③昇給や昇格等のキャリア

形成への影響を懸念すること等が挙げられるが、職場における業務調整や代替要員の

確保、育児休業取得時の収入モデルケースの提示、育児休業取得者の体験談の周知等

により、男性職員が育児休業を取得することへの不安や抵抗感を軽減し、育児休業を

取得しやすい環境整備に努めていただきたいこと。 

（２）育児休業取得率の高い団体では、トップのリーダーシップによる呼びかけ、人事当

局から対象職員とその上司に対する取得の声かけ、面談実施の働きかけ等の取組が効

果を上げていることから、各団体においても、こうした取組を推進していただきたい

こと。なお、本年３月に各団体に配布した「地方公務員における女性活躍・働き方改

革推進のためのガイドブック改訂版」（別添３）においても、男性の育児参加の促進

として、トップからの積極的なメッセージ発信、育児休業取得時の収入モデルケース

の提示、育児休業計画書の活用等について取組手法を紹介しているので、参考にして

いただきたいこと。 

（３）国家公務員においては、「男性職員による「男の産休」及び育児休業取得を促進す

るための標準的な取組手順及び人事評価の実施について（依頼）」（別添４）によ

り、制度周知や取得啓発等の取組に加え、各府省のトップレベルの積極的な関与を図

ること、管理職の人事評価を行うに当たり、部下の男性職員の育児休業や「男の産

休」の取得状況等、部下の両立支援制度の活用に向けた当該管理職の取組状況を重視

した上で適切な評価を行うこと等の取組が行われているので、参考にしていただきた

いこと。 

 

２．配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇（いわゆる「男の産休」）の取得促進につ

いて 

（１）配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇については、有給の特別休暇であり、出

産時の男性職員の育児参加を促す良い機会である。国家公務員においては、毎年度、

全ての男性職員が合計５日以上の休暇取得することを目標としていることから、地方

公共団体においても、積極的に取得促進に取り組んでいただきたいこと。 

（２）いまだ配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇を設けていない地方公共団体にあ

っては、速やかに必要な措置を講じること。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 



○添付資料 

別添１：男性地方公務員の育児休業取得状況（平成 29年度） 

別添２：女性活躍加速のための重点方針 2019（抄）（令和元年６月 18 日すべての 

女性が輝く社会づくり本部決定） 

別添３：地方公務員における女性活躍・働き方改革推進のためのガイドブック改訂版 

（抄） 

別添４：男性職員による「男の産休」及び育児休業取得を促進するための標準的な取 

組手順及び人事評価の実施について（依頼）（平成 30年６月 28日内閣人事 

局人事政策統括官通知） 
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男性地方公務員の育児休業取得状況（平成29年度）

（単位：人）

区分

首長部局等

警察部門

消防部門

教育委員会

合計

※取得率は、平成29年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員数に対する同年度中の新規取

得者数の割合である。

597 3.4%

平成29年度中に新たに育児休
業が取得可能となった職員数

平成29年度中の
新規取得者数

取得率

62,639 2,750 4.4%

24,679 2,043 8.3%

14,683 66 0.4%

5,639 44 0.8%

17,638

-１-

別添１













別添２ 

 
 

女性活躍加速のための重点方針 2019（抄） 

 

令 和 元 年 ６ 月 1 8 日 

すべての女性が輝く社会づくり本部 

 

Ⅱ あらゆる分野における女性の活躍 
 
３．男性の暮らし方・意識の変革 
男性の家事・育児等への参画における現状として、６歳未満の子供を持つ共働き世帯の男性

の８割は家事を行わず、約７割が育児を行っていない。また、男性の育児休業取得率を見ると、

上昇傾向にあるものの、いまだ低水準である。女性の就業の有無に関係なく、依然として家庭

での責任は女性に偏っている。男女が互いに責任を分かち合いながら家事・育児・介護等に参

画し、職業生活その他の社会生活と家庭生活との調和が図られた、男女が共に暮らしやすい社

会の実現を目指すべきである。男性の意識を変えるためには、第一子の妊娠・出産といったタ

イミングに合わせた取組が重要である。育児休業、介護休業等は男女が共に取りうる点の社会

的認識を広めること等を通じ、男性の働き方・意識の変革を進め、家事・育児等への参画をよ

り一層促す取組が必要である。 

 

（１）「男の産休」や男性の育児休業等の取得の促進 

①企業における取組の促進 

男性の育児休業等取得促進に取り組む企業に支給する「両立支援等助成金」につい

て周知を進めるとともに、女性活躍推進法及び次世代育成支援対策推進法に基づく

事業主行動計画の策定、育児休業の取得状況等の情報の公表を促進すること等によ

る企業の取組の「見える化」を図る。 

男性の育児と仕事の両立を積極的に推進・支援する「イクメン企業アワード」等の

表彰を通じて好事例を周知・広報するとともに、令和元年度は特に、子の出生後８週

間以内の休暇取得を推奨する観点からも全国的なキャンペーンを実施する。また、男

性が育児をしやすくするための法制的な改善策として、育児休業の分割など、弾力的

な育児休業制度について、平成 30年度に実施した育児・介護休業法の施行状況に関

する企業・労働者に対する調査結果の分析等を踏まえて中長期的な視点に立って検

討する。 

職場の風土や仕事の属人化等により、育児休業を希望していても申請できない男

性社員が多くいること等を踏まえ、制度的な改善策を含めて検討し、男性の育児休

業取得を一層強力に促進する。 

 

②国・地方公共団体における取組の促進 

「女性活躍推進法公務部門に関する施行後３年の見直しの方向性」を踏まえ、男性

が育児のために一定期間、休暇や休業を取得することについて、本人にとっての重要
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性とともに、組織にとっても、多様な人材をいかすマネジメント力の向上や子育てに

理解ある職場風土の形成等の観点から重要であることについて周知する。 

男性国家公務員については、第４次男女共同参画基本計画や「国家公務員の女性活

躍とワークライフバランス推進のための取組指針」（平成 26年 10月 17日女性職員

活躍・ワークライフバランス推進協議会決定。平成 28年１月 28日一部改正。）にお

いて、「男の産休」（「配偶者出産休暇」（２日）及び「育児参加のための休暇」（５

日））の５日以上使用率を 100％（毎年度）、育児休業取得率を 13％（目標期限：令

和２年）とする政府目標が定められている。平成 29年度は、「男の産休」の合計５

日以上使用率が５割を超え、育児休業取得率は 10％に到達するなど、大きく改善し

た。一方で、政府目標の達成に向けては、更なる努力が必要であることから、引き続

き、ハンドブックやポスターの作成・配布、管理職向けのセミナーの開催による意識

啓発を図る。また、女性職員活躍・ワークライフバランス推進協議会等を活用して、

男性職員の育児休業等取得促進に関しトップレベルの積極的な関与を図る。さらに、

各府省において管理職の人事評価を行うに当たり、部下の男性職員の育児休業や「男

の産休」の取得状況等、部下の両立支援制度の活用に向けた当該管理職の取組状況を

重視した上で適切な評価を行う。 

また、男性地方公務員については、育児休業取得率 13％(目標期限：令和２年)の

目標達成等に向けて男性職員の育児休業取得や育児のための一定期間の休暇等の取

得に向けた地方公共団体の取組を促進するため、男性職員の育児休業取得率や育児

参加のための休暇等の取得率が伸びている地方公共団体の取組事例や「イクメン」職

員の育児参加に関する取組事例の情報収集・提供等により、育児休業等を取得しやす

い職場風土づくりに向けた各団体の取組を支援する。また、各種会議における地方公

共団体への呼びかけやヒアリングを通じた取組状況の聴取及び助言等により、各地

方公共団体に対する取組促進の働きかけを行う。さらに、関係省庁が連携し、地方公

務員の職種別の状況把握や取組を通じた育児休業等の取得の促進を図る。 

 

③男性の子育て目的の休暇取得に向けた意識の醸成 

関係省庁、民間企業・経済団体等と連携して、配偶者の出産直後の休暇取得を始め、

男性の子育て目的の休暇取得の促進を図る理念に賛同する企業を巻き込み、キャン

ペーンロゴマークを利用した普及啓発イベント等を開催する。 

また、配偶者の出産直後の休暇取得の意向を持っているにも関わらず取得してい

ない男性が一定数いることから、その理由を明らかにするとともに、男性の子育て目

的の休暇の取得促進に関する調査研究を実施し、今後の施策方針の検討を行う。 

 

 

 

 

 

















【公印・契印（省略）】

閣人人第 462 号 
平成 30 年６月 28 日 

各府省等官房長等 殿 

内閣官房内閣人事局人事政策統括官 

男性職員による「男の産休」及び育児休業取得を促進するための 
標準的な取組手順及び人事評価の実施について（依頼） 

 男性職員の両立支援制度の活用については、対象となる全ての男性職員によるいわ
ゆる「男の産休」（配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇。以下同じ。）の合計５
日以上の取得（毎年度）、及び政府全体での男性職員の育児休業取得率13％（平成32
年）の達成が政府目標として掲げられています（「国家公務員の女性活躍とワークラ
イフバランス推進のための取組指針」（平成26年10月17日女性職員活躍・ワークライ
フバランス推進協議会決定。平成28年１月28日一部改正）及び「第４次男女共同参画
基本計画」（平成27年12月25日閣議決定））。また、ワークライフバランスに資する効率
的な業務運営、良好な職場づくり等に向けた管理職の取組・実績については、人事評
価に適切に反映する取組を再徹底していただくこととしています（平成28年９月７日
閣人人第705号内閣官房内閣人事局人事政策統括官通知。）。
一方、平成28年度の「男の産休」５日以上取得率は、政府全体で39.1％にとどまり、

政府目標との乖
かい

離が大きい状況です。また男性職員の育児休業取得率についても、平
成28年度は政府全体で8.3％となり、平成32年の政府目標の達成に向けた一層の底上
げが必要とされています。 
今般、内閣人事局において、各府省等ごとの男性職員の「男の産休」及び育児休業

取得率並びに各府省等におけるこれら休暇等の取得促進に向けた取組状況を確認し
たところ、制度周知や取得啓発等の従前からの取組に加え、幹部職員や男性職員の上
司が関与した積極的な取組を進めている府省等では、取得率の大幅な向上などの着実
な成果が現れています。 
こうしたなか、「女性活躍加速のための重点方針2018」（平成30年６月12日すべての

女性が輝く社会づくり本部決定）において、男性職員の「男の産休」や育児休業の取
得の促進に向け、職員への意識啓発を図ること、各府省等のトップレベルの積極的な
関与を図ること、管理職の人事評価を行うに当たり、部下の男性職員の育児休業や「男
の産休」の取得状況等、両立支援制度の活用に向けた当該管理職の取組状況を重視し
た上で適切な評価が行われるようにすることが決定されたところです。 
これらを踏まえ、男性職員の「男の産休」及び育児休業取得促進の取組として、以

下の取組手順を標準としてお示ししますので、各府省等において、地方支分部局・施
設等機関等を含め、確実な実施をお願いいたします。各取組の具体的な実施方法につ
いては、例を別添２のとおりお示ししますので、こちらも御参照ください。本通知を
踏まえた各府省等における取組の実施状況については、本年秋以降にフォローアップ
させていただく予定です。 

別添４



 
 

記 
 
１ 職場全体への制度及び休暇取得手順の周知並びに取得の啓発 
（１）政務三役や事務次官等を始めとする幹部職員から職場全体に対して、取得促

進に向けたメッセージを発出する。 
（２）職員全体に対し、制度及び取得の意義についての周知・啓発を行う。 
（３）男性職員を部下に持つ職員に対し、「男の産休」等の制度の内容や、部下から

子の出生予定について申告があった際に上司の執るべき行動について周知・啓
発を行う。 

 
２ 上司及び人事当局による対象職員の把握と休暇等の確実な取得に向けた対応 
（１）男性職員を部下に持つ職員及び人事当局は、日頃より職員からの相談を受け

やすい雰囲気の醸成に努めるとともに、適切な機会・手段を通じて、子の出生
が見込まれる男性職員（以下「対象職員」という。）の確実な把握に努める（※
個人のプライバシーには配慮）。 

（２）対象職員の把握後、その上司又は人事当局は、対象職員に対し、「男の産休」
の５日以上の取得を促す周知・啓発を行う。 

（３）対象職員の上司は、「男の産休」について、適切な時期に取得日程の相談を行
うとともに、育児休業取得意向の確認及び意向がある場合の取得時期の相談を
行う。 

 
３ 対象職員の上司及び人事当局による取得環境整備 

対象職員の上司及び人事当局は、対象職員の「男の産休」又は育児休業取得期
間中の業務の遂行に支障が生じないよう、あらかじめ業務分担の見直し等を通じ
た環境整備を行う。 

 
４ 対象職員の上司又は人事当局による「男の産休」の取得状況の把握及び対象職
員の上司から人事当局への報告 

（１）対象職員の上司又は人事当局は、対象職員が予定した「男の産休」を取得で
きているか、取得予定期間中に適時把握する。その状況を踏まえ、産後８週間
の取得可能期限までに政府目標である５日間を積極的に取得するよう、本人に
働き掛けを行う。 

（２）対象職員の上司は、把握した取得状況及び「男の産休」の取得が５日未満と
なった場合にはその理由も併せて、人事当局に報告する。 

（３）人事当局は、１（３）の周知・啓発に４（１）及び（２）の内容を盛り込む
とともに、対象職員の把握後、改めて対象職員の上司に対し、上記手順につい
て周知徹底を行う。 

 
 ５ 対象職員の上司である管理職員の人事評価 

（１）全ての管理職員（本府省等の課室長級職員並びに地方支分部局・施設等機関
等における課室長級職員。以下同じ。）は、部下の両立支援制度の活用に向けた
自身の取組について留意した目標を立てる。管理職員の評価者は、期首面談の
機会等に、上記内容を含む目標について、管理職員と認識の共有を行う。 

（２）対象職員の上司である管理職員又は人事当局は、当該管理職員の評価者に対
し、４（２）の報告内容について、人事評価の評語を付与する時期までに報告
する。人事当局は、各府省等における当該報告の具体的手順を確立する。 

（３）全ての管理職員の評価者は、４（２）の報告がある場合にはその内容も含め、



 
対象職員の育児休業や「男の産休」の取得状況等、部下の両立支援制度の活用
に向けた当該管理職員の取組状況を重視した上で適切な評価を行う。 

（４）人事当局は、全ての管理職員及びその評価者に対し、あらかじめ５（１）か
ら（３）までについて周知徹底を行う。 

  ※追って、内閣人事局から人事評価マニュアルの改訂を通知予定。 
 
※２～４に示す対象職員の上司の役割については、各府省等の人事管理の実状に

応じ、課長補佐級職員が担うことを妨げない。 
※本通知に示す取組手順は、主として課長補佐級以下の男性職員に子の出生予定

がある場合を念頭に置いているが、課室長級以上の男性職員についても、子の
出生に際しては、政府目標の達成に向け、「男の産休」等を積極的に取得するよ
う配意されたい。 

 
（別添１）取組手順フローイメージ 
（別添２）「男の産休」等取得促進のための標準的な取組手順の実施方法の例 
（参考資料１）男性職員の育児参画促進のためのチェックシート（例） 
（参考資料２）チラシ（例） 



 
（別添１） 

＜取組手順フローイメージ＞ 

 

例：対象職員が係長で、上司である管理職員が課長、課長の評価者が局長である場合 

   

          

     

  

 

  

 

 

 

 

 

 

② 上司及び人事当局による対象職員の把握と取得啓発・取得日程の相談（本文

２参照） 

③ 上司（及び人事当局）による業務分担の見直し等の取得環境整備（本文３参

照） 

④ 上司（のいずれか）が取得状況及び「男の産休」の取得が５日未満となった場

合はその理由を人事当局に報告（本文４参照） 

⑤ 課長は人事評価の目標設定に当たり、部下の両立支援制度の活用に向けた自

身の取組について留意した目標を立て、期首面談の機会等に評価者である局

長と認識を共有。（本文５（１）参照） 

⑥ 人事評価の評語を付与する時期までに、課長又は人事当局から課長の評価者

である局長に対し、係長の「男の産休」・育児休業の取得状況等について、報

告。局長は報告の内容も含め、課長の取組状況を重視して適切な評価を行う。

（本文５（２）及び（３）参照） 

                   

 
  

管理職員の評価者 
対象職員 

 
② ③ 

 
④ 

係 長 

課長補佐 

人事当局 

課 長 

局長 

⑤ 

対象職員の上司 

① 職場全体への制度・休暇取得手順の周知及び取得の啓発（本文１参照）  

⑥ 



 
（別添２） 

「男の産休」等取得促進のための標準的な取組手順の実施方法の例 
 

 以下の各取組の実施方法は、各府省等における実際の取組事例も参考にしながら、
内閣人事局において、目標達成に効果的と思われる実施方法の例を整理したものです。
各取組の確実な実施に当たって、各府省等の実情を踏まえつつ、御活用ください。 
 

取組 実施方法（例） 

１（１） 
政務三役や事務次官等を

始めとする幹部職員から

職場全体に対して、取得

促進に向けたメッセージ

を発出する。 

①  政務三役や事務次官等の幹部職員から全職員に対し
て、男性職員が「男の産休」等を取得する意義、政府
目標及び対象職員に取得を促す内容のメールを送信す
る。 

②  政務三役や事務次官等の幹部職員による府省等内職員
向けの訓示において、①の内容に言及する。 

③  定時退庁を促す放送等において、政務三役や事務次官
等の幹部職員が全職員に対して①のメッセージを発信
する。 

④  政務三役や事務次官等の幹部職員の「イクボス宣言」
に部下の「男の産休」等の取得に関する内容を盛り込
み、府省等内に周知する。 

１（２） 
職員全体に対し、制度及

び取得の意義についての

周知・啓発を行う。 

①  「男の産休」等の制度・取得手順・政府目標の周知と
ともに、子の出生予定の申告及び積極的な休暇取得を
促す内容のメールを、定期的に全職員に対して送信す
る。加えて、可能であれば両立支援制度に関する研
修・説明会等を開催する。 

②  ①と同内容の情報を、取得者の経験談等とともにイン
トラネット上の職員が参照しやすい場所に配置した上
で、定期的に掲載場所について府省等内にメール等で
周知する。 

③ ①と同内容の情報を掲載した内閣人事局作成のポスタ
ーやチラシを府省等内で掲示・配布する。 

１（３） 
男性職員を部下に持つ職

員に対し、「男の産休」等

の制度の内容や、部下か

ら子の出生予定について

申告があった際に上司の

執るべき行動について周

知・啓発を行う。 

①  異動時等に、部下を持つ職位に着任した者に対し、部
下の子の出生予定を把握した際に上司が執るべき行動
について、内閣人事局作成のチラシを配布する。 

② 管理職員に対しては、内閣人事局が実施する管理職向
けe-ラーニングを確実に受講させるとともに、各府省
等の階層別研修等の機会に周知・啓発を行う。 

③ 部下の「男の産休」取得状況に関する上司から人事当
局への報告手続を府省等として定め、当該手続につい
て、その趣旨とともに、報告を実施する可能性のある
職員に周知を行う。 

２（１） 
男性職員を部下に持つ職

員及び人事当局は、日頃

より職員からの相談を受

けやすい雰囲気の醸成に

努めるとともに、適切な

機会・手段を通じて、子

① 子の出生予定について、定期的な人事面談や人事評価
の期首・期末面談の機会に、面談実施者の方から確認
する事項とする（ただし個人の事情やプライバシーに
配慮する特段の必要性があると判断する場合にはこの
限りではない）。 

② 出産予定日より一定期間前までに、職員が子の出生予
定を人事課等に報告することをルール化した上で、当

１ 



 
の出生が見込まれる男性

職員（以下「対象職員」

という。）の確実な把握に

努める。（※個人のプライ

バシーには配慮） 

該ルールの周知を徹底する。 
③ 身上調書や「育児シート」等に、明示的に子の出生予

定や休暇取得意向を聞く欄を設ける。 
※①～③等の取組を通じても事前の把握が困難であった場
合にも、子の出生後に、職員からの手当等の申請手続に
より職場として出生の事実を把握した場合、職員本人の
同意を得た上で、職員の上司等とも情報を共有する。 

２（２） 
対象職員の把握後、その

上司又は人事当局は、対

象職員に対し、「男の産

休」の５日以上の取得を

促す周知・啓発を行う。 

①  子の出生予定を申告した対象職員及びその上司に対し
て、内閣人事局作成のイクメンパスポートや府省等独
自作成の啓発資料等を配布する。 

② 子の出生予定を申告した対象職員及びその上司に対し
て、説明会や研修を実施する。 

③ 政務三役や幹部職員等から、対象職員及びその上司に
対して、直接取得の声掛けを行う。 

④ 上司は、機会を捉えて「男の産休」等の両立支援制度
について説明し、取得を促す。 

２（３） 
対象職員の上司は、「男の

産休」について、適切な

時期に取得日程の相談を

行うとともに、育児休業

取得意向の確認及び意向

がある場合の取得時期の

相談を行う。 

①  上司は、男性職員の「男の産休」・育児休業取得に関
するチェックシート（以下「チェックシート」とい
う。参考資料１を参照）を用いて、取得日程について
面談を行う。 

②  対象職員の状況を踏まえつつ、「男の産休」を５日以
上取得できるよう、適時のタイミングで取得を促す。 

３ 
対象職員の上司及び人事

当局は、対象職員の「男

の産休」又は育児休業取

得期間中の業務の遂行に

支障が生じないよう、あ

らかじめ業務分担の見直

し等を通じた環境整備を

行う。 

① 対象職員の上司は、対象職員本人の意向に十分に配慮
しながら、適切な時期に周囲の職員に状況を説明し、
対象職員の「男の産休」等の取得に際しての協力を求
める。また対象職員の業務の状況を周囲の職員等が共
有できるよう、あらかじめ必要な指示を行う。 

② 上司は、休暇等取得期間中の業務の遂行に支障が生じ
ないよう、あらかじめ必要に応じて業務分担の見直し
や、人事当局とも連携した応援体制の整備を行う。 

４（１） 
対象職員の上司又は人事

当局は、対象職員が予定

した「男の産休」を取得

できているか、取得予定

期間中に適時把握する。

その状況を踏まえ、産後

８週間の取得可能期限ま

でに政府目標である５日

間を積極的に取得するよ

う、本人に働き掛けを行

う。 

 

 

①  人事当局は、対象職員の休暇取得状況を把握した上
で、未取得の対象職員に対しては、本人及びその上司
に、人事担当課長をＣＣに入れて個別にメールで取得
の働き掛けをする。 

② 上司がチェックシートを用いて休暇取得状況を把握
し、予定通りの取得ができていない場合に本人に取得
の声掛けを行う。 

４（２） ①  上司に休暇取得状況を確認するチェックシートを記入

２ 



 
対象職員の上司は、把握

した取得状況及び「男の

産休」の取得が５日未満

となった場合にはその理

由も併せて、人事当局に

報告する。 

させ報告させる。 

４（３） 
人事当局は、１（３）の

周知啓発に４（１）及び

（２）の内容を盛り込む

とともに、対象職員の把

握後、改めて対象職員の

上司に対し、あらかじめ

上記手順について周知徹

底を行う。 

①  対象職員の上司に対し、部下の子の出生予定を把握し
た際に上司が執るべき行動について、内閣人事局作成
のチラシを配布する。 

②  対象職員の上司に対し、府省ごとに定めた部下の「男
の産休」取得状況に関する上司から人事当局への報告
手続について、その趣旨とともに、周知を行う。 

５（１） 
全ての管理職員（本府省等

の課室長級職員並びに地

方支分部局及び施設等機

関等における課長級職員。

以下同じ。）は、部下の両立

支援制度の活用に向けた

自身の取組について留意

した目標を立てる。管理職

員の評価者は、期首面談の

機会等に、上記内容を含む

目標について、管理職員と

認識の共有を行う。 

① 目標設定例 
（例１）部下が、テレワークやフレックスタイム制等
の両立支援制度を利用しやすい雰囲気を普段から醸成
する。また、子の出生が見込まれる男性職員が「男の
産休」を確実に５日間取得できるよう配慮する。さら
に、両立支援制度の利用の有無に関わらず、特定の職
員に業務が偏ることのないよう、業務分担の見直し等
を通じた環境整備に努める。 
 
（例２）育児短時間勤務を行う職員に超過勤務が発生
しないよう十分配慮するとともに、「男の産休」につ
いて課内に周知し、対象職員を把握した場合には、当
該職員が積極的に取得できるようにする。 

５（２） 
対象職員の上司である管

理職員又は人事当局は、

当該管理職員の評価者に

対し、４（２）の報告内

容について、人事評価の

評語を付与する時期まで

に報告する。人事当局

は、各府省等における当

該報告の具体的手順を確

立する。 

① 管理職員が自身の立てた部下の両立支援制度の利用に
関する目標に関して、期末時に人事評価記録書の自己
申告欄に、「男の産休」や男性職員による育休取得状
況について、実績を記入する形で報告する。 

②  管理職員が人事当局に提出したチェックシートを、人
事当局が取りまとめて、管理職員の評価者に人事評価
の評語を付与する時期までに報告する。 

③  管理職員が評価書の自己申告を評価者に提出する際
に、併せてチェックシートも送付する。 

５（３） 
全ての管理職員の評価者

は、４（２）の報告があ

る場合にはその内容も含

め、対象職員の育児休業

や「男の産休」の取得状

況等、部下の両立支援制

度の活用に向けた当該管

理職員の取組状況を重視

① 左記のとおり。 

３ 



 
した上で適切な評価を行

う。 
５（４） 
人事当局は、全ての管理

職員及びその評価者に対

し、あらかじめ５（１）

から（３）までについて

周知徹底を行う。 

① 人事当局から、全管理職員及び管理職員の評価者に対
して、人事評価マニュアルの改訂について連絡・説明
等を行う。 

② 人事当局から、本通知を府省等内に周知する。 

 

 

４ 








